
■問保険料の納付について 保険年金課　 0297(21)2187
　保険料の計算について 茨城県後期高齢者医療広域連合事業課　 029(309)1213

※賦課のもととなる金額＝総所得金額等－基礎控除額
※�総所得金額等とは、前年の収入から必要経費（公的年金控除額や給与所得控除額など）を差引いたも

ので、社会保険料控除、配偶者控除などの各種所得控除前の金額です。なお、遺族年金や障害年金は、
収入に含みません。

※年度の途中で被保険者になられた方は、資格取得月からの月割りで保険料額が計算されます。

※�収入が公的年金の方は、年金収入額から公的年金控除（年金収入額が330万円未満は110万円）を
差引き、65歳以上の方は、さらに高齢者特別控除（15万円）を差引いて判定します。

世帯の所得水準にあわせて、次のとおり均等割額が軽減されます。また、後期高齢者医療
制度に加入する前日に「会社などの健康保険の被扶養者」であった方は、均等割額が5割軽
減（加入後2年間に限る）されます。

◦賦課限度額の改正について
年収約1000万円を超える方を対象とする賦課限度額（保険料の年間上限額）は引き上げを

段階的に実施され、令和5年度の66万円から令和6年度は73万円（令和6年度に新たに75
歳に到達する方は80万円）、令和7年度は80万円となります。

◦軽減基準の改正について
上記②、③について、軽減の基準が引き上げられ、対象者が拡大されました。

保険料は、年金から差引きする「特別徴収」、または納付書や口座振替により金融機関な
どで納付する「普通徴収」のいずれかで納付となります。令和6年度の納付方法は、7月中に
送付されている後期高齢者医療保険料の決定通知をご確認ください。

個人ごとの保険料額の決めかた

令和6年度の保険料軽減措置について

保険料の納付について

世帯（被保険者と世帯主）の総所得金額等の合算額が次の場合 軽減割合

① 43 万円 ＋「10 万円 ×（給与所得者等の数− 1）」以下の世帯 7 割

② 43 万円 ＋「10 万円 ×（給与所得者等の数− 1）」
　 +「29 万 5 千円×世帯の被保険者数」以下の世帯

5 割

③ 43 万円 ＋「10 万円 ×（給与所得者等の数− 1）」
　 ＋「54 万 5 千円×世帯の被保険者数」以下の世帯

2 割

軽減の基準  令和 5 年度 令和 6 年度

上記② 「29 万円×世帯の被保険者数」 「29 万 5 千円×世帯の被保険者数」

上記③ 「53 万 5 千円×世帯の被保険者数」 「54 万 5 千円×世帯の被保険者数」

１年間の保険料額
（100円未満切捨て） （賦課のもととなる金額）

× 所得割率

所得割額
被保険者一人当たり

47,500円

均等割額
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